
　後期高齢者医療保険料額決定通知書を７月中旬に
発送します。対象は75歳以上の人と、一定の障害があ
り認定を受けた65歳から74歳までの人です。
　納付方法は、年金から差し引かれる特別徴収と納付
書や口座振替などで納める普通徴収があります。納付
書が同封されていた人は、納期限までに納めてくださ
い。国保税を口座振替していた人でも、新たに口座振
替の申し込みが必要です。また、特別徴収から口座振
替へ変更する場合も手続きが必要です。
　本年度は所得割率が10.07％、
均等割額は４万9,100円、賦課限
度額は80万円です。保険料額は、
決定通知書や同封物を確認して
ください。

　５月26日から戸籍の記載事項に氏名のフリガナが追
加されました。本籍地の市区町村から送付される通知
ハガキのフリガナを必ず確認してください。
本市に本籍がある人へは、８月頃に通知ハガ
キを発送します。

〈Ｑ＆Ａ〉
Ｑ　手続きは必要ですか。
Ａ　フリガナに間違いがない場合は届け出不要です。
　　間違いがある場合は必ず届け出をしてください。
Ｑ　どのように手続きをすればよいですか。
Ａ　次のいずれかの方法で手続きをしてください。
　　・�届書様式を使用して最寄りの市区町村窓口で届

出する
　　・本籍地市区町村に郵送で届け出する
　　・マイナポータルで届け出する
　　　　※�戸籍の状態によってはマイナポータルでの届け出ができない場合

もあります。

　８月１日㈮以降に医療機関などを受診する際に使
用する後期高齢者医療資格確認書を郵送します。現
在使用している保険証・資格確認書の有効期限は７
月31日㈭まで。新しい資格確認書は７月中に郵送しま
す。資格確認書が届かない場合は、７月
23日㈬以降に本人確認ができる物を持
参し、市役所国民健康保険課か各支所、
上川淵・桂萱・元総社・南橘・東市民サー
ビスセンターに届け出てください。自己
負担割合は、１割、２割、３割の３区分
です。住民税の課税所得や
世帯状況で判定します。詳
しくは資格確認書の同封物
を確認してください。

決定通知書を郵送
後期高齢者医療保険料

通知ハガキで確認
戸籍の氏名にフリガナを記載

８月から使用する
後期高齢者医療資格確認書を郵送

問 国民健康保険課　 
　 ☎０２７‐８９８‐５９５５（24時間自動応答）

問 法務省コールセンター　 
　 ☎０５７０‐０５‐０３１０

問 国民健康保険課　 
　 ☎０２７‐８９８‐６２５３（24時間自動応答）
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令和７年度国保税の税率と金額
区　　　分 税率と金額

基礎課税額（医療給付費分）※１

所得割 7.0%
均等割 ２万 9,000 円
平等割 １万 9,400 円
課税限度額 66 万円

後期高齢者支援金等課税額※２

所得割 3.1%
均等割 １万 2,600 円
平等割 8,400 円
課税限度額 26 万円

介護納付金課税額 (40 歳～ 64 歳 )

所得割 2.5%
均等割 １万 2,200 円
平等割 6,200 円
課税限度額 17 万円

※１　課税限度額が 65 万円から 66 万円に引き上げられました
※２　課税限度額が 24 万円から 26 万円に引き上げられました

マイナ保険証の
登録は？

年齢は？

「資格情報の
お知らせ」を

持っていますか？

何も
送付しません。

「資格確認書」
を送付します。

「資格情報の
お知らせ」を
送付します。

「資格情報の
お知らせ」を
送付します。

している

し
て
い
な
い

※�有効期限があるため、
マイナ保険証の登録
をするまで、毎年送付
します。

※�有効期限があるため、
毎年送付します。

※�有効期限はなく、交
付は１回のみ。資格
の変更があったとき
だけ、新しいものを
交付します。
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～
74
歳
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な
い

70歳未満

持っている

74歳未満の国民健康保険加入者

口座振替受付
サービスについて

はこちら

軽減制度に
ついてはこちら

送付物に
ついてはこちら
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